
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
（法人番号） 

鴻巣市商工会（法人番号 2030005009668） 

鴻巣市   （地方公共団体コード 112178） 

実施期間 令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

【目標①】小規模事業者が、自社の強みを活かした上で、経営環境（時代や消費者ニー

ズ）に合い、かつ他社と差別化した製品・商品・サービスを提供するための

支援を実施する。 

【目標②】小規模事業の IT活用（ITを活用した販売促進、ITを活用した業務改善や生

産性向上）を支援する。 

【目標③】上記を実現するために小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を

設定した上で、地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体で

の持続的発展の取組を図る。 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３.地域の経済動向調査に関すること 

小規模事業者が経営環境（時代や消費者ニーズ）の変化を捉えることを目的に、「景

況感・経営課題等を把握するためのアンケート調査」を実施し、結果を公表する。 

４.需要動向調査に関すること 

小規模事業者が、消費者ニーズにあった商品や競合との差別化を図った商品、「（仮称）

道の駅こうのす」開業で増加するであろう観光客向けの商品、「こうのす川幅グルメ」

や「コウノトリグルメ」といった地域ブランド商品などの開発（ブラッシュアップ）

支援のため、イベントでの商品調査を実施する。 

５.経営状況の分析に関すること 

小規模事業者が自社の強みを活かした上で、他社と差別化した製品・商品・サービス

を提供することを目的に、経営分析（財務分析・非財務分析の双方）を支援する。 

６.事業計画策定支援に関すること 

「地域の経済動向調査」や「経営状況の分析」及び「需要動向調査」の結果を踏まえ

たうえで、小規模事業者の事業計画の策定を支援する。 

７.事業計画策定後の実施支援に関すること 

前項で策定したすべての事業計画を四半期毎にフォローアップすることで、事業者の

売上や利益の増加を実現する。 

８.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

小規模事業者の新たな需要開拓を目的に、「展示会・商談会の出展支援」や「IT を活

用した販路開拓の個社支援」による販路開拓の個社支援を実施する。 

連絡先 

鴻巣市商工会 

〒365-0038 埼玉県鴻巣市本町 6-4-20 

TEL: 048-541-1008  FAX: 048-541-1071  E-mail: kounosu@syokoukai.jp 

鴻巣市 環境経済部 商工観光課 商工労政担当 

〒365-8601 埼玉県鴻巣市中央 1-1 

TEL: 048-541-1321  FAX: 048-577-8461  E-mail: kanko@city.kounosu.saitama.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

1.目標 

(1)地域の現状及び課題 

①現状 

ア 鴻巣市の概況 

鴻巣市（以下、当市）は、埼玉県のほぼ中央部に位置し、北は行田市、南は北本市及び桶川市、東は加

須市及び久喜市、西は熊谷市及び吉見町に隣接している。 

面積は 67.44 ㎢であり、地形はおおむね平坦で、豊かな田園地帯が広がっている。地域の南部は大宮台

地の一部をなし、武蔵野の面影を伝える雑木林が残っており、北部は低地で水田が広がっている。また、

西部を荒川、中央部を元荒川、東部を見沼代用水が流れており、水利に恵まれた地域である。 

鉄道交通では、都心と高崎方面を結ぶ JR 高崎線が、通勤・通学の主要な交通手段となっており、平成

13 年の「湘南新宿ライン」に続き、平成 27 年 3 月には「上野東京ライン」が開業したことで、東京圏の

乗り入れの利便がさらに向上した。 

道路交通では、JR 高崎線と並行して国道 17 号及び国道 17 号熊谷バイパスが走っている。 

また、市街地を通る主要地方道鴻巣桶川さいたま線、県道鎌塚鴻巣線（中山道）、主要地方道東松山鴻

巣線（加須鴻巣線）、主要地方道鴻巣羽生線、県道行田東松山線が地区内外を結ぶ主要道路である。 

平成 27 年 10 月に首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の県内区間について全線開通が果たされたことに

伴い、高速道路での利便も向上した。 

鴻巣市商工会（以下、当会）は、当市唯一の商工団体である。 

 

 
出典：鴻巣市観光協会「観光鴻巣」 
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(b)業種別の事業所数（小規模事業所数）の推移 

当市の平成 24 年の事業所数は 3,648 社、令和 3 年の事業所数は 3,269 社である。 

 小規模事業所数は平成 24 年が 2,774 者、令和 3 年が 2,297 者であり、9 年間で 17.2％減少している。

産業別にみると、建設業、製造業、卸・小売業、宿泊・飲食業の減少率が高くなっている。一方、情報通

信業や医療、福祉など、小規模事業所数が増加している業種もみられる。 

■鴻巣市の業種別の事業所数及び小規模事業所数 

建設 製造
情報
通信

卸・
小売

宿泊・
飲食

医療、
福祉

他サー
ビス

その他 計

平成24年
事業所数 409 355 20 933 347 265 975 344 3,648
小規模事業所数 402 275 15 627 226 110 810 309 2,774

平成28年
事業所数 363 320 16 903 376 314 945 312 3,549
小規模事業所数 356 252 12 577 242 118 751 276 2,584

令和3年
事業所数 325 275 27 771 287 383 913 288 3,269
小規模事業所数 318 209 21 488 175 156 685 245 2,297

増減(令和3年-平成24年）
事業所数 △84 △80 7 △162 △60 118 △62 △56 △ 379

増減割合 △20.5% △22.5% 35.0% △17.4% △17.3% 44.5% △6.4% △16.3% △10.4%
小規模事業所数 △84 △66 6 △139 △51 46 △125 △64 △ 477

増減割合 △20.9% △24.0% 40.0% △22.2% △22.6% 41.8% △15.4% △20.7% △17.2%  
出典：総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」より一部加工 

 

(c)業種別の現状と課題（経営課題） 

ⅰ_業種別の現状と経営課題 

商業の状況は、経済センサスのデータのとおり、卸売業・小売業の小規模事業所数が全体と比較しても

減少率が顕著である。またここ数年、市内ではショッピングセンターの ニューアルや新規オープンなど

があり消費者はそちらに流出し、地元商店街については、人の往来が少なく利用客の減少の他、令和 2 年

からの新型コロナウイルス感染症による、「おうち時間」の増加を背景としたネットショッピングの更な

る普及なども加わり売上の減少が問題となっている。小規模事業者が、これからも事業を継続させるため

に、販路開拓について継続的な検討、チェーン店にはない付加価値サービスの提供、時代や消費者ニーズ

に合わせた経営スタイルへの転換等が課題である。 

 工業の状況は、小規模事業所が増加している業種はなく、建設業・製造業の減少率が特に高い状況であ

る。これは経営者の高齢化による廃業や事業の引継ぎが行えず廃業をしていることが原因と考えられる。

また、人材不足により生産性を向上させたいが、アナログ管理であり業務改善をさせるためのデータがな

いこと、もしあっても活用できていないことが見受けられる。今後、技術力はあるため付加価値を付けた

商品の提供、PR 活動の他、事業場内の管理体制をアナログからデジタルに変えるだけではなく、DX（デジ

タルトランスフォーメーション）を推進させ、それぞれの事業所にあった IoT システムの導入など事業場

内データを集約させる体制を整えることで経営、業務改善を行っていくことが課題である。 

 

ⅱ_アンケートからみた経営課題 

前述の「鴻巣市商工会員事業所ア ケート調査」より、市内事業者の経営上の問題点を確認する。 

令和 2 年 8 月、令和 3 年 8 月、令和 4 年 8 月のいずれの調査時点においても「①売上減少」の回答割合

が高いことが読み取れる。つまり、売上拡大が経営課題であるといえる。 

また、令和 4 年 8 月においては、「②原材料の高騰」が 22％と最も高くなっている。昨今のエネルギー

価格の高騰や原材料高の影響を示しており、これに対応するため、高騰する原材料価格の販売価格への転

嫁や業務効率化等による生産性向上などが経営課題といえる。 
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■現在の経営上の問題 
令和2年8月 令和3年8月 令和4年8月

①売上減少 24% 23% 19%
②原材料の高騰 6% 12% 22%
③人件費増加 5% 5% 5%
④人手不足 9% 9% 10%
⑤人材の育成 8% 9% 8%
⑥設備の老朽化 8% 9% 10%
⑦受注の減少 12% 10% 6%
⑧製品単価の切り下げ 1% 1% 1%
⑨競争激化 8% 5% 3%
⑩資金調達 3% 3% 2%
⑪事業承継 5% 4% 4%
⑫販路開拓 4% 5% 4%
⑬特に問題なし 4% 4% 3%
⑭その他 3% 1% 3%  

出典：鴻巣市商工会「鴻巣市商工会員事業所アンケート調査」 

 

キ 「（仮称）道の駅こうのす」の開設 

  鴻巣市では、令和 7 年の開設を目指し、国道 17 号熊谷バイパスの沿道西側に「（仮称）道の駅こうのす」

の整備を進めている。道の駅は、「よみがえる鴻巣宿 ～花と農と健康を楽しむ人の活動拠点」をコンセプ

トにしている。将来的には、当市の観光拠点の 1 つとして認知され、「地域外から活力を呼ぶゲートウェ

イ」として、遠方からの利用も伴った年間を通した集客に繋げられることを目指している。 

 

ク 第 6 次鴻巣市総合振興計画 

「第 6 次鴻巣市総合振興計画（平成 29 年度～令和 8 年度）」の商工・観光部分は下表のとおりである。 

後期基本計画を小規模事業者支援の視点でみると、①バーチャルモールや web 販売など、従来とは違っ

た販売手法、社会環境に適応するための支援、②意欲的な起業家や事業者を支援することによるまちのに

ぎわいや商工業の活性化、③生産年齢人口の減少等による労働力不足に対する企業の生産性向上支援など

が掲げられている。 

■基本構想（平成 29 年度～令和 8 年度） 

基本理念 ・すべての「人」が文化に親しみ､安全･安心､そして快適な暮らしを守るまちづくり 

・「花」を生かした個性的で魅力的なまちづくり 

・河川や田園など豊かで美しい「緑」を守り育てるまちづくり 

将来都市像 花かおり 緑あふれ 人輝くまち こうのす 

政策展開の 

方向 

（産業部分） 

政策 5 にぎわいと活力と魅力を創出できるまちづくり 

政策の目指す姿 

「しごと」に携わる「ひと」がいきいきと働き、その対価を享受でき、産業団地

や道の駅、にぎわい創出交流拠点の整備など市内外にモノやサービスが消費され

る環境を創り上げることで『にぎわいと活力と魅力を創出できるまちづくり』を

目指します。 

■後期基本計画（令 4 年度～令和 8 年度） 

5-1 商工業の振興 

 目指す姿：企業誘致や新規起業、既存企業継続経営の支援により、雇用が創出され、地域経済が活性

化しています。 

 手  段：事業所の経営支援と市内購買力向上 / 企業誘致・定着の推進 / 起業・事業開発の支援      

就労の促進と働きやすい職場づくり 

5-3 観光資源の活用と交流の促進 

 目指す姿：観光客数の増加や市民の交流により、まちのにぎわいが創出されています。 

 手  段：情報発信、魅力 PR の強化 / 観光・交流施設の活用の促進 
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ケ 鴻巣市中小企業及び小規模企業振興基本条例 

 当市の事業所の多くを占める中小企業・小規模企業は、地域の雇用と経済を支え、その発展に寄与しに

ぎわいを創出するとともに、地域社会の担い手として市民生活の向上に重要な役割を果たしている。 

そこで鴻巣市は、地域社会全体で連携・協力して中小企業・小規模企業の振興に取り組むことにより地

域経済の活性化及び市民生活の向上を図るための基本理念等を定める鴻巣市中小企業及び小規模企業振

興基本条例を策定、令和 4 年 4 月 1 日に施行した。 

 条例に掲げられる「市」「中小企業等」「商工会」の役割はそれぞれ下表のとおりである。 

■鴻巣市中小企業及び小規模企業振興基本条例（一部抜粋） 

市の責務 ・市は、前条に定める基本理念に則り、中小企業等の振興を目的とする方針を定め、

施策を明確にするとともに、必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

・市は、中小企業等、商工会、大企業、金融機関、教育機関及び市民と連携を図りな

がら、方針に基づく施策の策定及び実施に努めなければならない。 

・市は、施策の実施に当たっては、国、県その他関係機関との連携及び協力に努める

ものとする。 

中小企業等の

役割 

・中小企業等は、経済的社会的環境の変化に対応して自主的に事業活動の向上及び改

善に努めるものとする。 

・中小企業等は、事業活動を行うに当たっては、経営基盤の強化、人材の育成及び雇

用環境の充実を図り、従業員が生きがい及び働きがいを得ることができる職場づく

りに自主的に取り組むよう努めるものとする。 

・中小企業等は、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

商工会の責務 ・商工会は、中小企業等の経営の改善及び革新を促進するための取組を積極的に行う

ものとする。 

・商工会は、中小企業等の的確な実態把握に努め、自らの事業活動に反映させるとと

もに、会員相互の関係強化及び多様な主体との連携を図るものとする。 

・商工会は、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

②課題 

これまで記述した内容から小規模事業者にとって対策が必要な地域の課題をまとめる。 

まず、人口をみると、比較的緩やかとはいえ、人口減少局面に直面しているため、小規模事業者におい

ても人口減少による消費の減衰への対応が課題となる。 

年齢 3 区分別人口をみると、年少人口及び生産年齢人口は減少傾向、老年人口は増加傾向にある。少子

高齢化により消費構造が変化していくことから、この変化への対応が課題となる。また、生産年齢人口の

減少が見込まれ、働き手が不足することが予測されることから、IT 活用などによる人手不足への対応が課

題となる。 

特産品では、「こうのす川幅グルメ」や「コウノトリグルメ」といった地域ブランドへの参画に資する

商品開発などが期待されている。 

観光面では、当市は観光都市といった側面は少ない。そのなかで、令和 7 年の開設を目指し「（仮称）

道の駅こうのす」の整備を進めている。遠方からの集客も考えられることから、前述同様、利用客向けの

お土産品などの商品開発が期待されている。 

当会が実施している「鴻巣市商工会員事業所アンケート調査」より市内事業者の景況感をみると、景況

DI はマイナス値ではあるものの、2 年連続で改善がみられる。一方、売上高 DI と採算（営業利益）DI を

みると、令和 3 年 8 月、令和 4 年 8 月と、売上高 DI＞採算（営業利益）DI となっている。利益の確保が

難しいことが推測できるため、仕入価格高騰分の価格転嫁や業務効率化、経費削減等が課題といえる。 

業種別の事業所数の推移をみると、小規模事業者数は平成 24 年が 2,774 者、令和 3 年が 2,297 者であ

り、9 年間で 17.2％減少している。また、産業別にみると、とりわけ製造業の減少率が高くなっている。

近年において、製造業の創業がほとんどみられないことから、地域の活力維持のために、特に製造業の経

営支援（経営改善や事業承継）が必要であるといえる。 

「鴻巣市商工会員事業所アンケート調査 より、市内事業者の経営上の問題点をみると、いずれの調査

時点においても「①売上減少」の回答割合が高くなっている。つまり、小規模事業者が主観的に考える経
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・経営計画策定し、新事業展開に繋げる支援 

(2)後継者不足による廃業の抑制 

・経営者に対するスムーズな事業承継支援と、後継者の育成支援 

(3)地域観光振興による活性化 

・地域特産品の開発支援と観光振興による来街者の増加を図り、地域振興発展に取り組む。 

 

(3)経営発達支援事業の目標 

(1)地域の現状及び課題、(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方を踏まえた上で、今後 5 年間

の事業実施期間で取り組む下記の 3 つの目標を設定する。 

 

<目標> 

【目標①】 

小規模事業者が、自社の強みを活かした上で、経営環境（時代や消費者ニーズ）に合い、かつ他社と差

別化 た製品・商品・サービスを提供するための支援を実施する。 

【目標②】 

小規模事業の IT 活用（IT を活用した販売促進、IT を活用した業務改善や生産性向上）を支援する。 

【目標③】 

 上記を実現するために小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経済を

支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組を図る。 

<地域への裨益目標> 

 上記【目標①】～【目標③】により小規模事業者が活性化することで、市内に雇用が創出され、地域経

済ににぎわいと活力を生み出すことを目指す。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

2.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 
【目標①達成のための方針】 

小規模事業者が、自社の強みを活かした上で、経営環境（時代や消費者ニーズ）に合い、かつ他社と差

別化した製品・商品・サービスを提供するために、まずは経営分析により各事業者の現状（経営状況）を

明らかにする。経営分析では、財務データ等からみえる表面的な経営課題だけでなく、事業者との対話と

傾聴を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識することに重点を置く。新たな取組を行う小規模事

業者に対しては、事業計画の策定支援を行い、さらに計画を伴走型でフォローアップすることで、売上や

利益の拡大を実現する。 

また、販路開拓にあたっては、「展示会・商談会の出展支援」や「IT を活用した販路開拓の個社支援」

などにより新たな需要開拓を実現する。 

 

【目標②達成のための方針】 

小規模事業の IT 活用（IT を活用した販売促進、IT を活用した業務改善や生産性向上）に向けて、前項

の各支援段階において IT 活用支援を実施する。具体的には、①経営分析支援の際に、事業者のデジタル

化・IT 活用の状況を分析する、②事業計画策定支援の際に、事業計画の策定を希望する事業者に対し、IT

関連セミナーの開催や IT 専門家派遣を実施する、③販路開拓支援の際に、IT を活用した販路開拓の個社

支援を実施する。 

 

【目標③達成のための方針】 

 経営分析、事業計画の策定、策定後の実施支援の各局面で、経営力再構築伴走支援モデルによる支援を

実施する。具体的には、経営課題の設定から課題解決を支援するにあたり、経営者や従業員との対話を通

じて、事業者の自走化のための内発的動機付けを行い、潜在力を引き出す。 

 また、これを実現するために、経営指導員等の資質向上を実施する。 

 

 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容  
 

3.地域の経済動向調査に関すること 

(1)現状と課題 

【現状】 

現在、当市の小規模事業者を取り巻く経営環境は大きく変化している。小規模事業者が経営環境（時代

や消費者ニーズ）の変化に適応するためには、まずはこの外部環境の変化を捉える必要がある。当会では

これまでも、市内の経済動向に関するデータ収集をしてきたが、分析・公表が十分でなく、小規模事業者

にそのデータが届いていないという現状がある。 

 

【課題】 

 収集したデータの分析・公表が十分でなかったため、今後は収集したデータの分析を通じて外部環境を

整理し、広く小規模事業者に提供する必要がある。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

【令和 5 年 11 月現在】 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 等） 

         

 法定経営指導員 1名

 経営指導員 3名

 補助員    2名

 記帳専任職員 1名

 記帳指導職員 2名

鴻巣市

環境経済部

商工観光課

事務局長

統括

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導員

による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名： 井上 和紀  

連絡先： 鴻巣市商工会 TEL. 048-541-1008 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直

しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〒365-0038 

埼玉県鴻巣市本町 6-4-20 

鴻巣市商工会 

TEL： 048-541-1008 ／ FAX： 048-541-1071 

E-mail： kounosu@syokoukai.jp 

 

②関係市町村 

〒365-8601 

埼玉県鴻巣市中央 1-1 

鴻巣市 環境経済部 商工観光課 商工労政担当 

TEL： 048-541-1321 ／ FAX： 048-577-8461 

E-mail： kanko@city.kounosu.saitama.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

必要な資金の額 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 

 地域の経済動向調査に関すること 300 300 300 300 300 

 需要動向調査に関すること 300 300 300 300 300 

 経営状況の分析に関すること 500 500 500 500 500 

 事業計画策定支援に関すること 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

 
新たな需要の開拓に寄与する事業に

関すること 
500 500 500 500 500 

 
事業の評価及び見直しをするための

仕組みに関すること 
500 500 500 500 500 

 
経営指導員等の資質向上等に関する

こと 
200 200 200 200 200 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

国補助金、県補助金、市補助金、会費 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


